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第99期 報告書

印刷には地球にやさしい植物性
印刷油インクを使用しています。



株主の皆さまへ

株主の皆さまには、平素から格別の

ご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

このたび代表取締役社長に就任いたし

ました大野智彦でございます。株主の皆さ

まのご期待に沿えるよう、社業発展に専心

努力いたす所存でございますのでどうぞ

よろしくお願い申しあげます。

さて、ここに第99期報告書をお届けする

にあたり、一言ご挨拶申しあげます。

当社は中部電力グループの総合設備企業として、電気・情報通信・

空調・電力供給設備の企画・設計・施工・メンテナンスからエネルギー有効

利用提案までを手がけ、お客さまへ安心・安全・快適な環境をお届けして

おります。

当期は、一般工事の拡大に努め、電力関連工事の効率化施策を推

進し、利益体質の強化や企業風土改革についても全社一丸となって取

り組みました。

結果といたしましては、太陽光発電関連工事が大きく減少したことなど

により、売上高、経常利益は前期と比べて減収・減益となりましたが、当

期純利益につきましては法人税率の引き下げ等により増益となりました。

この業績を踏まえ、期末の配当につきましては1株につき12円とさせて

いただきました。

一方、電力システム改革の進展など当社を取り巻く環境が大きく変化

する中においても、安定的な収益を確保しつつ、更なる成長ができる企業

を目指すため、「お客さまと新しい未来へ」をスローガンとした中期経営計

画（平成29年度～平成31年度）を新たに策定いたしました。（詳細は3頁～

4頁をご参照ください。）

これからも、お客さまから信頼される会社であり続けるため、「快適以上

を、世の中へ。」を合言葉に、新しい価値を、お客さまや地域の皆さまにご

提供することで、共に発展し、未来につなげてまいります。

株主の皆さまには、何卒今後とも格別のご支援を賜りますようお願い

申しあげます。

平成29年6月

代表取締役社長

大野 智彦

受 注 高

売 上 高

経 常 利 益

当 期 純 利 益

平成28年度の個別業績

1,867億6千7百万円

1,804億6千1百万円

66億1千2百万円

44億2千8百万円

（前年同期比8.4％増）

（前年同期比6.5％減）

（前年同期比11.6％減）

（前年同期比8.6％増）

快適環境の創造

独自技術の展開

人間企業の実現

経営理念

「社会のニーズに応える快適環境の創造をめざす」

「未来をみつめ独自性を誇りうる技術の展開をめざす」

「考え挑戦するいきいき人間企業の実現をめざす」

配　　当

配当方針
　株主の皆さまには、連結配当性向30％を目処とする配当を通じて
業績に応じた利益還元を行うことを基本としております。
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中期経営計画（平成29年度～平成31年度）

　当社は、電力システム改革の進展など当社を取り巻く環境が
大きく変化する中においても、安定的な収益を確保しつつ、更な
る成長ができる企業を目指すため、中期経営計画（平成29年度～
平成31年度）を策定いたしました。
　「お客さまと新しい未来へ」をスローガンとし、これらの取り組み
を当社グループが一体となって推進し、更なる企業価値の向上
に努めてまいります。

中期経営計画  （平成２９年度～平成３１年度）
～お客さまと新しい未来へ～

＜重  点  方  針＞

＜数  値  目  標＞
（平成31年度・連結）

営業利益

営業利益率 ＲＯＥ

2,200億円売上高 90億円

4.0％ 5.0％

① 首都圏における営業活動の強化
② 成長分野における事業の拡大

１.  環境変化への対応と成長への挑戦　

① 電力配電工事業界におけるトップランナーの維持
② 一般工事における営業基盤の強化とお客さま満足度の向上
③ 施工能力の強化
④ コスト競争力の強化

２.  安定した収益の確保

① コンプライアンスの徹底
② 安全風土と施工品質の維持・向上　
③ ダイバーシティの推進

３．  企業風土改革の更なる推進　

成長への投資

再生可能エネルギー事業・Ｍ＆Ａ・研究開発・人材育成の
分野へ今後３年間で1,000億円の投資を実施見込み

①首都圏における営業活動の強化
・市場規模が大きく将来性のある首都圏における営業・施工
体制の強化
・グループ会社の経営資源を活用した受注の拡大
②成長分野における事業の拡大
・海外事業基盤の強化・拡大（海外電力インフラ事業など）
・将来性のある市場における受注の拡大（航空宇宙産業など）
・大型国家プロジェクトの受注および体制の整備
・Ｍ＆Ａ、研究開発など将来を見据えた積極的な投資の実施

重点方針２：安定した収益の確保

①電力配電工事業界におけるトップランナーの維持
　（安全・品質・生産性）
・自律的・自発的に行動できる人材の育成と継続的な営業活
動の展開
・工事計画・工事管理の強化
・現行ルールの見直しおよび工具・機材の開発・導入
②一般工事における営業基盤の強化と
　お客さま満足度の向上
・既存顧客に対する営業・施工体制の強化
・設備診断、リニューアル提案の展開
・お客さまニーズに対する直営即応体制の整備
③施工能力の強化
・将来を見据えた直営要員確保と技術力の向上
・施工能力確保を見据えた協力会社との連携強化
④コスト競争力の強化
・工事原価の提言（資材の廉価購買・安定調達など）
・聖域を設けない効率化策の継続的な取組み

重点方針３：企業風土改革の更なる推進

①コンプライアンスの徹底
・実効性のあるコンプライアンス施策の展開
②安全風土と施工品質の維持・向上
・安全衛生意識高揚の推進（安全創造館の活用など）
・品質管理の強化
③ダイバーシティの推進
・いきいきと働ける企業風土の醸成に向けた意識啓発の強化
・ワーク・ライフ・バランスの推進
・「多様さ」の活用による競争力の強化

重点方針１：環境変化への対応と成長への挑戦
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事業の概況

部門別の概況

（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

77,996

12,772

12,196

69,714

14,087

186,767

－

－

－

186,767

配 電 線 工 事

地 中 線 工 事

通 信 工 事

屋 内 線 工 事

空 調 管 工 事

計

エネルギー事業

商 品 販 売

計

合　　　　　　計

1.1％

39.3％

△8.2％

13.9％

22.1％

8.4％

－

－

－

8.4％

77,699

8,890

12,298

63,630

11,172

173,691

3,101

3,668

6,770

180,461

△3.0％

△21.0％

△9.5％

△9.4％

0.4％

△6.8％

22.4％

△10.1％

2.4％

△6.5％

□部門別売上高の割合

配電線工事
43.1％屋内線工事

35.3％

地中線工事 4.9％通信工事 6.8％

空調管工事 6.2％ 商品販売 2.0％

エネルギー事業 1.7％

（注）１．従来は「屋内線工事」に含めて表示していた「エネルギー
事業」を当期より部門別区分として新設しております。

　　 ２．受注高については、「設備工事」に対応する金額を記載し
ております。

設

　
備

　
工

　
事

兼
業
事
業

□配電線工事
　配電設備の改良工事などの増加により、受注高につきましては前
期に比して1.1％増となりました。売上高につきましては、太陽光発電
関連設備工事が大幅に減少したことなどにより、前期に比して3.0％
減となりました。

80,127
77,12377,12377,123

81,97583,367

平成26年度
（第97期）

79,01579,024
83,07685,570

平成24年度
（第95期）

平成25年度
（第96期）

平成27年度
（第98期）

77,69977,996

平成28年度
（第99期）

「エネルギー事業」とは

エネルギー事業

太陽光
発電事業

空調システム
サービス ＥＳＣＯ事業

当社は、総合設備企業として長年培った技術力・ノウハウを活用し、
エネルギーに関連する様々な事業分野に取り組んでいます。
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事業の概況 （平成28年4月1日～平成29年3月31日）

□通信工事
　電力会社の設備投資等が減少したことにより、前期に比して、受注
高につきましては8.2％減、売上高につきましても9.5％減となりました。

15,47714,967

平成26年度
（第97期）

16,537
17,793 18,188

17,218

平成24年度
（第95期）

平成25年度
（第96期）

13,58413,287

平成27年度
（第98期）

12,29812,196

平成28年度
（第99期）

　一般得意先および建設会社からの受注が増加したことにより、受
注高につきましては前期に比して13.9％増となりました。売上高につ
きましては、大型工事の完成の減少および太陽光発電設備工事の
受注環境悪化に伴う減少により、前期に比して9.4％減となりました。

□屋内線工事

70,216

61,19261,192

70,216

61,19261,192
65,663

79,662

平成26年度
（第97期）

52,940
57,695

平成24年度
（第95期）

67,638
70,243

平成25年度
（第96期）

52,940
57,695

平成24年度
（第95期）

52,940

平成24年度

52,940

平成24年度
第95期）

67,638
70,243

平成25年度
（第96期）

67,638

平成25年度

67,638

平成25年度
第96期）

65,663

79,662

平成26年度
（第97期

65,663

平成26年度
第97期）

65,663

平成26年度
第97期）

平成27年度
（第98期）

63,630

69,714

63,630

69,714

63,63063,630

平成28年度
（第99期）

□空調管工事
　建設会社からの受注が増加したことにより、前期に比して、受注高
につきましては22.1％増、売上高につきましても0.4％増となりました。

11,12911,54010,962
12,288

平成26年度
（第97期）

8,475
6,949

平成24年度
（第95期）

9,009

11,082

平成25年度
（第96期）

平成27年度
（第98期）

11,172

14,087

平成28年度
（第99期）

□地中線工事
　太陽光発電関連設備工事の増加により、受注高につきましては
前期に比して39.3％増となりました。売上高につきましては、大型工
事の完成が減少したことにより、前期に比して21.0％減となりました。

11,256

9,172
10,045

16,130

平成26年度
（第97期）

6,658
7,760

平成24年度
（第95期）

7,497
6,018

平成25年度
（第96期）

平成27年度
（第98期）

8,890

12,772

平成28年度
（第99期）

（注）「エネルギー事業」の新設により、第95～98期の実績については、
本報告書の記載から「エネルギー事業」に相当する金額を除いて表示
しております。
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事業の概況 （平成28年4月1日～平成29年3月31日）

□商品販売
　太陽光発電設備関連材料の需要減少に伴い、前期に比して、売
上高につきましては10.1％減となりました。

力率推定型自動力率調整装置「SmartAPFCⓇ」
　当社は、進相コンデンサの制御装置であるAPFCを新開発し、
「SmartAPFCⓇ」として製品化しました。「SmartAPFCⓇ」は、従
来のAPFCが進相コンデンサの制御に必要とする電圧計測を
省略し、負荷力率を推定する手法を用いて制御することで、従
来のAPFCよりも低コスト化を実現しました。
　SmartAPFCⓇと直列リアクトル付き低圧進相コンデンサを組
み合わせることで、高圧需要家の過剰な進み力率の抑制、高調
波抑制対策のコストダウン、変圧器損失低減による省エネを図る
ことも可能になります。
　「SmartAPFCⓇ」は、自動力率調整装置の設置率が低い設
備容量300kVA以下の小容量需要家向けの製品です。

新製品

4,0784,078
4,553

平成26年度
（第97期）

3,670

平成24年度
（第95期）

4,640

平成25年度
（第96期）

3,670

平成24年度
（第95期）

4,640

平成25年度
（第96期）

4,553

平成26年度
（第97期）

平成27年度
（第98期）

3,6683,668

平成28年度
（第99期）

　太陽光発電事業において新規の太陽光発電所が稼働したことに
より、前期に比して、売上高につきましては22.4％増となりました。

□エネルギー事業

平成26年度
（第97期）

平成24年度
（第95期）

平成25年度
（第96期）

平成27年度
（第98期）

3,1013,101
2,534

平成27年度
（第98期）

2,534
2,115

平成26年度
（第97期）

2,115
1,614

平成25年度
（第96期）

1,6141,615

平成24年度
（第95期）

1,615

平成28年度
（第99期）

（注）従来は「屋内線工事」に含めて表示していた「エネルギー事業」を当期
より部門別区分として新設いたしました。

SmartAPFCⓇを搭載した高調波対策キュービクルの特徴
・高調波抑制対策にかかるトータルコストを削除することができ
ます。
・変圧器損失を低減し、受電設備の省エネルギー化に貢献し
ます。
・配電線の電圧上昇を抑制し、電力システムの品質向上にも
貢献します。

開発：技術研究開発部
※「SmartAPFCⓇ」は当社の登録商標です。（商標第5804967号）
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業績の推移

□１株当たりの当期純利益

□総資産

（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

□受注高・売上高

□経常利益・当期純利益

173,555

43円57銭

平成27年度
（第98期）

47円34銭

平成28年度
（第99期）

4,428

6,612

180,461
186,767190,791

206,416

平成26年度
（第97期）

3,431

6,682

平成26年度
（第97期）

1,483

3,123

平成24年度
（第95期）

2,874

5,511

平成25年度
（第96期）

175,551

平成26年度
（第97期）

36円66銭

平成26年度
（第97期）

15円84銭

平成24年度
（第95期）

30円70銭

平成25年度
（第96期）

168,914169,224

平成24年度
（第95期）

191,666190,132

平成25年度
（第96期）

平成28年度
（第99期）

186,767186,767
192,927

172,317

平成27年度
（第98期）

平成28年度
（第99期）

4,077

7,484

平成27年度
（第98期）

154,347

平成24年度
（第95期）

161,377

平成25年度
（第96期）

平成27年度
（第98期）

183,728

平成28年度
（第99期）
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個別決算の状況

負 債 の 部
流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

評価・換算差額等

純 資 産 合 計
負債純資産合計

資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金
その他利益剰余金

自 己 株 式

57,369
3,896
25,082
10,250
2,590
4,201
6,037
1,473
1,601
199
2,037
44,466
18,627
24,798
1,040

101,836

76,052
7,680
6,839
6,831

7
63,037
1,639
61,398
100
1,247
70

54,900
5,080

△ 1,505
5,838
5,838
81,891
183,728

支 払 手 形
工事未払金
短期借入金
リース債務
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未成工事受入金
工事損失引当金
そ の 他

リース債務
退職給付引当金
そ の 他

資本準備金
その他資本剰余金

海外市場開拓積立金
固定資産圧縮積立金
特別償却準備金
別途積立金
繰越利益剰余金

その他有価証券評価差額金

純 資 産 の 部

資 産 の 部

流 動 資 産

固 定 資 産

資 産 合 計

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

93,047

24,461

2,075

2,333

42,638

10,000

3,855

2,607

1,767

1,637

1,696

△ 26

90,680

65,536

17,600

14,143

943

26,753

6,095

1,498

23,646

11,464

4,375

504

216

4,551

3,171

△ 638

183,728

現 金 預 金

受 取 手 形

電子記録債権

完成工事未収入金

有 価 証 券

未成工事支出金

材 料 貯 蔵 品

繰延税金資産

未 収 入 金

そ の 他

　貸倒引当金

建物・構築物

機械・運搬具

工具器具・備品

土 地

建 設 仮 勘 定

投資有価証券

関係会社株式・関係会社出資金

長 期 貸 付 金

破産更生債権等

繰延税金資産

そ の 他

　貸倒引当金

平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで平成29年3月31日現在

173,691

6,770

152,394

5,061

21,297

1,708

340

392

565

8

47

49

123

3

8

0

29

1,313

801

180,461

157,456

23,005

16,552

6,452

733

574

6,612

96

164

6,544

2,115

4,428

完 成 工 事 高

兼 業 事 業 売 上 高

完 成 工 事 原 価

兼 業 事 業 売 上 原 価

完 成 工 事 総 利 益

兼 業 事 業 総 利 益

営 業 利 益

受取利息及び配当金

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投資有価証券売却益

固 定 資 産 除 売 却 損

減 損 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

投資有価証券評価損

関係会社株式評価損

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

売 　 　 上 　 　 高

売 　 上 　 原 　 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営　業　外　収　益

営　業　外　費　用

特 　 別 　 利 　 益

特 　 別 　 損 　 失
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個別決算の状況

平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで

7,680

－
7,680

6,839

0

0
6,839

当期首残高
当期変動額
　剰余金の配当
　固定資産圧縮積立金の取崩
　固定資産圧縮積立金の積立
　特別償却準備金の取崩
　別途積立金の積立
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計
当期末残高

資本金 資本剰余金
合計

59,919

△1,310
－
－
－
－

4,428

3,118
63,037

△1,465

△40
0

△40
△1,505

利益剰余金
合計

株　主　資　本

自己株式

72,974

△1,310
－
－
－
－

4,428
△40
0

3,078
76,052

株主資本合計

5,360

478
478
5,838

当期首残高
当期変動額
　剰余金の配当
　固定資産圧縮積立金の取崩
　固定資産圧縮積立金の積立
　特別償却準備金の取崩
　別途積立金の積立
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計
当期末残高

5,360

478
478
5,838

78,334

△1,310
－
－
－
－

4,428
△40
0

478
3,556
81,891

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等
純資産
合計

トーエネック陸上競技部の活動

△ニューイヤー駅伝2017
（第61回全日本実業団対抗駅伝競走大会）

当社陸上競技部は、平成29年元日のニューイヤー駅伝に5年連
続7回目の出場を果たしました。

第100回日本陸上競技選手権大会▷

愛知県名古屋市で、第100回日本陸上
競技選手権大会が開催され、中川智春
選手が男子1,500ｍ種目に出場し、全国
大会で7位入賞を果たしました。

△第39回読売犬山ハーフマラソン

愛知県犬山市で、第39回読売犬山ハーフマラソンが開催され、
小澤洸太選手が登録男子10kmの部で優勝を果たしました。
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負 債 の 部

190,723

7,118

166,140

5,263

24,582

1,855

254

202

325

568

23

47

49

190

3

8

1

1,845

784

197,842

171,403

26,438

18,721

7,716

781

592

7,906

96

203

7,800

2,629

5,170

5,170

流 動 負 債
支払手形・工事未払金等
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 費 用
未払法人税等
未成工事受入金
工事損失引当金
そ の 他

固 定 負 債
リ ー ス 債 務
退職給付に係る負債
そ の 他

負 債 合 計

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
退職給付に係る調整累計額

純 資 産 合 計
負債純資産合計

63,648

37,109

10,450

2,558

6,802

1,798

2,414

218

2,296

57,164

18,426

37,681

1,056

120,813

90,474

7,680

6,839

77,459

△ 1,505

△ 2,364

5,867

140

△ 8,372

88,110

208,923

資 産 の 部
流 動 資 産

現 金 預 金
受取手形・完成工事未収入金等
有 価 証 券
未成工事支出金
材 料 貯 蔵 品
繰延税金資産
そ の 他
　貸倒引当金

固 定 資 産
有形固定資産
建物・構築物
機械、運搬具及び工具器具備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無形固定資産
の れ ん
そ の 他

投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
そ の 他
　貸倒引当金

資 産 合 計

103,438

28,731

53,036

10,000

4,950

2,654

2,028

2,044

△ 6

105,484

68,419

18,035

17,358

26,917

6,108

4,537

2,820

1,716

32,527

20,958

8,504

3,518

△ 452

208,923

売 上 高

完 成 工 事 高

そ の 他 事 業 売 上 高

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価

そ の 他 事 業 売 上 原 価

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益

そ の 他 事 業 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

持分法による投資利益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

減 損 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

投 資 有 価 証 券 評 価 損

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

親会社株主に帰属する当期純利益

平成29年3月31日現在

平成28年4月1日から
平成29年3月31日まで
    

筑

純 資 産 の 部

旭シンクロテック株式会社

PT.ASAHI SYNCHROTECH INDONESIA

連結決算の状況
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平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで■連結株主資本等変動計算書

金額科目

8,915

△13,533

9,921

△27

5,275

32,296

37,572

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで■連結キャッシュ・フロー計算書

連結決算の状況

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

7,680

－

7,680

6,839

0

0

6,839

73,598

△1,310

5,170

3,860

77,459

△1,465

△40

0

△40

△1,505

86,653

△1,310

5,170

△40

0

3,820

90,474

当期首残高

当期変動額

　剰余金の配当

　親会社株主に帰属する当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

その他の包括利益累計額
為替換算
調整勘定

その他有価証券
評価差額金

当期首残高

当期変動額

　剰余金の配当

　親会社株主に帰属する当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

5,389

478

478

5,867

199

△58

△58

140

退職給付に係る
調整累計額

△9,487

1,115

1,115

△8,372

その他の包括利益
累計額合計

△3,898

1,534

1,534

△2,364

純資産
合計

82,754

△1,310

5,170

△40

0

1,534

5,355

88,110
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国外104名
5,709千株（5.9％）

自己名義株式1名
3,139千株（3.3％）

北海道14名
7千株
（0.0％）

東北42名
47千株
（0.1％）

関東862名
11,615千株
（12.0％）

中部3,449名
72,458千株
（75.0％）

近畿763名
3,363千株
（3.5％）

中国67名
85千株
（0.1％）

四国72名
123千株（0.1％）

沖縄2名
1千株
（0.0%）

九州82名
97千株
（0.1％）

中 部 電 力 株 式 会 社

トーエネック従業員持株会

ト ー エ ネ ッ ク 共 栄 会
BBH BOSTON FOR NOMURA JAPAN 
SMALLER CAPITALIZATION FUND 620065

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

トーエネック名古屋協力会持株会

トーエネック岡崎協力会持株会

48,330
5,539
2,413
1,706
1,228
1,127
1,006
725
606
584

51.68
5.92
2.58
1.82
1.31
1.21
1.08
0.78
0.65
0.62

（注）１．当社は、自己株式3,139千株を保有しておりますが、上記大株主からは
除いております。

　　２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

（千株） （％）

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

5

5

7

5

5

5

5

5

9

12

10

10

12

14

17

※1　平成26年度中間配当金7円には創立70周年
記念配当2円が含まれております。

※2　平成29年6月29日開催の第99回定時株主
総会においてご承認いただきました。

中間配当金 期末配当金 年　間

（円）

※2

株主の分布状況

1株当たり配当金額の推移

株式の状況 （平成29年3月31日現在）

※1

証券会社22名
307千株（0.3％）

自己名義株式1名
3,139千株（3.2％）

その他国内法人210名
52,911千株
（54.7％）

金融機関39名
9,719千株（10.1％）

個人・その他5,084名
24,875千株（25.7％）

外国人102名
5,695千株（5.9％）
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■白河文化交流館■オリックス津太陽光発電所
　当社は、中部地区最大級の出力規模となる最大出力５１ＭＷ
の太陽光発電所である、オリックス津太陽光発電所の建設工事
に参加し、太陽光パネルの設置、発・変電設備の施工および電
気設備全般を施工し、平成２８年４月に竣工しました。同発電所
は、当社が開発した太陽光パネル用の基礎である「FX鋼管基
礎」の採用により、ゴルフ場跡地を最大限に活用して２０万枚に
及ぶパネルを設置したことが特徴です。

　白河文化交流館は、福島県白河市および近隣地域の芸術
文化および地域コミュニティの拠点となる、１,１０４席の大ホールと
３２１席の小ホールからなる文化施設です。当社は、同施設の電
気設備を施工し、平成２８年８月に竣工しました。ホール内の遮
音・防音性能を保つために壁面の開口部に密閉処理を施すな
ど、細部にわたって配慮しました。

△上空から見た発電所全景

△高さ調節が可能な
　FX基礎

△大ホール

△大ホールの音響調整室

△正面外観

トピックス

△特高変電所
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■小川赤十字病院　新中央病棟■市立恵那病院
　市立恵那病院（岐阜県恵那市）は、既設の恵那病院の隣接
地に建設され、恵那市および近隣地域の保健・医療福祉の充
実を図るとともに、災害発生時の医療救護の中核的な役割を
担っています。当社は、同病院の電気設備を施工し、平成２８年
９月に竣工しました。病院周辺は落雷が多く、万が一の落雷によ
る停電時にも確実に電源を確保できるよう、本線予備線の２回
線受電にしました。

　小川赤十字病院（埼玉県比企郡）は、病院機能の安全性、
効率性、快適性の向上および充実した医療機能の発揮を目指
した病院建替整備事業の一環で新設されました。当社は、同病
院新棟の空調・衛生設備等を施工し、平成２８年５月に竣工しま
した。設備の維持管理をしやすくするために、中央監視室で空調
や水回りの監視およびボイラー制御なども一括して行えるようにし
ました。

トピックス

手術室

△

◁熱源機械室

◁木材との調和が美しい
　ロビーの照明

クリーンルーム仕様の

△

手術室
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■名古屋市女性の活躍推進企業に認定
　平成２９年１月、名古屋市より平成２８年度「女性の活躍推進
企業」の認定を受けました。当社は、多様な人材がいきいきと活
躍できる、魅力ある企業の創造に取り組んでいます。その中で、
女性の活躍推進について、女性の職域拡大や管理職登用など
を推進するとともに、働く環境の向上に取り組んでいることなどが
評価され、女性がいきいきと活躍できる取り組みを行っている企
業に認定されました。

△認定証を受け取る西脇取締役（写真左）

△名古屋市女性の活躍推進企業認定マーク

■安全創造館
　危険体感施設「安全創造館」が平成２９年３月に竣工しました。
教育センター内に建設された同施設は３階建てで、１階に体感室
および地中線実習室、２階に配電実習室、３階に情報通信・営
業・空調管の実習室などが入ります。
　危険体感施設の運用開始は平成２９年１０月の予定です。

トピックス

△玉串奉奠を行う久米社長（当時）
ほうてん
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□事業の内容

会社の概要

29 30

電気及び電気通信工事
管工事
消防施設工事
土木及び建築工事
とび、土工及びコンクリート工事
ほ装工事
塗装工事
防水工事
水道施設工事
鋼構造物工事
機械器具設置工事
内装仕上工事
清掃施設工事
発電事業及び電気、ガス、冷水、温水、蒸気その他のエネルギー
供給に関する事業
電気通信事業
前各号の工事及び事業に関連する測量、設計、監理、保守及
びコンサルティング業務並びにこれらに附帯する研究、企画、開
発等の受託
次の物品の仕入、製造、販売及び賃貸の事業
ア.前各号に関する工事用の電線、電柱及び架線金具等
イ.発電用・送電用の制御機器、照明器具及び配線材料
ウ.電化製品、家具、厨房機器、医療機械器具、衛生用機械器
具、介護機器、介護用品、健康器具、スポーツ用品、衣料品
及び日用雑貨品

エ.建設用機械器具、空気調和設備機器及び空気圧縮機
オ.電気通信機器、コンピュー
ター機器及び通信端末機
器並びにこれらの部品

一般貨物自動車運送事業
不動産の売買、賃貸及び管理
他会社に対する投資及び融資
労働者派遣事業
前各号に附帯する一切の事業

１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３
１４

１５
１６

１７

１８
１９
２０
２１
２２

株式会社トーエネック
（英文社名：TOENEC CORPORATION）
名古屋市中区栄一丁目20番31号（〒460-0008）
昭和19年10月1日
7,680百万円
4,797名（平成29年3月31日現在）

商 号

本店所在地
設立年月日
資 本 金
従 業 員

本店本館

本店別館



主要事業所

会社の概要

〒460-0008

〒455-0011

〒457-0819

〒455-0011

〒810-0073

〒920-0025

〒170-0002

〒220-0022

〒305-0061

〒060-0001

〒980-0014

〒532-0025

〒461-0043

〒444-0035

〒420-0029

〒514-0003

〒500-8269

〒380-0803

名古屋市中区栄1-20-31

名古屋市港区千年3-1-32

名古屋市南区滝春町1-79

名古屋市港区千年3-1-32

福岡市中央区舞鶴1-3-14（小榎ビル）

金沢市駅西本町2-11-42（MKビル）

東京都豊島区巣鴨1-3-11

横浜市西区花咲町6-145（横浜花咲ビル）

つくば市稲荷前8-1（布川ビル）

札幌市中央区北一条西13-4（タケダ札幌ビル）

仙台市青葉区本町2-1-8（第一広瀬ビル）

大阪市淀川区新北野3-8-2

名古屋市東区大幸1-8-8

岡崎市菅生町字元菅17-2

静岡市葵区研屋町51

津市桜橋2-177-1

岐阜市茜部中島3-10

長野市三輪2-1-8

本 店

（本店別館）

（技術研究開発部）

中 部 本 部

九 州 支 社

北 陸 支 社

東 京 本 部

神 奈 川 支 社

茨 城 支 社

北 海 道 支 社

東 北 支 社

大 阪 本 部

名 古 屋 支 店

岡 崎 支 店

静 岡 支 店

三 重 支 店

岐 阜 支 店

長 野 支 店

九州支社
北陸支社

北海道支社

長野支店
名古屋支店

東北支社

茨城支社

神奈川支社

静岡支店岡崎支店
本店（本店別館）
（技術研究開発部）
中部本部

岐阜支店

東京本部

大阪本部

三重支店

取締役および監査役

代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員

代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員

社 外 取 締 役
（非　常　勤）

社 外 取 締 役
（非　常　勤）

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
（非　常　勤）

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

取 締 役
専 務 執 行 役 員

常 任 監 査 役
社 外 監 査 役

監 査 役

社 外 監 査 役
（非　常　勤）

社 外 監 査 役
（非　常　勤）

大 野 智 彦

三 石 拓 治

佐 藤 則 夫

稲 垣 隆 司

髙 木 　 勲

住 田 輝 友

齊 藤 　 等

清 水 成 信

西 脇 哲 也

堀 内 保 彦

平 田 幸 次

原 田 正 人

金 山 哲 雄

志 賀 慶 章

杉 田 勝 彦

（平成29年6月29日現在）

31 32



　当社の株式は１単元が１，０００株となっておりますので、単元未満
株式（１～９９９株）については市場での売買はできません。このよう
な単元未満株式については、当社に対して買取請求（ご売却）、また
は１，０００株（１単元）となるよう買増請求（ご購入）をすることができま
す。なお、買取・買増請求の際の手数料は無料です。

【単元未満株式の買取・買増制度イメージ】
単元未満株式を７００株ご所有の株主さまの場合

＜買取（ご売却）請求＞
株主さまがご所有の株式７００株を当社に市場価格※で売却すること
ができます。
＜買増（ご購入）請求＞
株主さまが１，０００株（１単元）とするのに必要な３００株を当社から
市場価格※で購入することができます。

※市場価格とは、東京証券取引所の開設する市場における最終価
格（ただし、その日に売買取引がないときまたはその日が同取引所
の休業日に当たるときは、その後最初になされた売買取引の成立
価格）をいいます。

（注）平成２９年１０月１日をもって、当社普通株式の単元株式数を
１,０００株から１００株に変更いたします。

　単元株式数の変更にあわせて５株につき１株の割合で株式併合
いたします。（詳細は３３頁をご参照ください。）
　株式併合後も、株式併合前と同様に単元未満株式の買取りをご
請求いただけます。具体的なお手続きにつきましては、お取引の証券
会社または株主名簿管理人（三井住友信託銀行　証券代行部）
までお問い合わせください。

■単元未満株式の買取・買増請求について

株主メモ

■単元株式数の変更、株式併合
　全国証券取引所は、投資家の皆さまの利便性を向上するため、
平成３０年１０月１日までにすべての国内上場会社の普通株式の売
買単位を１００株に統一することを目指しております。
　当社も、東京証券取引所および名古屋証券取引所に上場する企
業として、この趣旨を尊重し、当社株式の売買単位を１００株に変更
するため、単元株式数を１,０００株から１００株に変更いたします。
　また、単元株式数の変更後においても証券取引所が望ましいとし
ている投資単位の水準（５万円以上５０万円未満）に調整するため、
株式併合を行います。
　なお、株式併合に関して、株主の皆さまが行う手続きは特にありま
せん。

【お問い合わせ先】
　ご不明な点につきましては、お取引の証券会社または下記の株主
名簿管理人までお問い合わせください。

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

フリーダイヤル　０１２０－７８２－０３１

〒168－0063　東京都杉並区和泉２－８－４

変更の内容
単元株式数の変更　1,000株から100株に変更
株式併合　　　　　５株を１株に併合

効力発生日 平成29年10月1日
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株主メモ

　ご所有の当社株式がどこの証券会社の口座に預けられているの
かわからないという株主さまにつきましては、「三井住友信託銀行の
特別口座」で管理されている可能性があります。
　この特別口座は、平成２１年１月に実施されました株券電子化に
伴い、それまでに証券会社口座に株券をお預けでなかった当社株
式を管理する暫定的な口座であり、株式を売買するための取引口
座ではありません。
　単元株式をお持ちの株主さまで、将来的にご売却等をお考えであ
れば、特別口座から証券会社の口座への移管をお勧めしております。
　単元未満株式をお持ちの株主さまは、特別口座のまま単元未満
株式の買取請求・買増請求の手続きを行うことで、特別口座から振
替をすることができます。
　具体的なお手続きにつきましては、お取引の証券会社または株主
名簿管理人（三井住友信託銀行　証券代行部）までお問い合わせ
ください。
　なお、特別口座で株式をご所有の株主さま（平成２８年９月末日現
在）へは、平成２８年１２月初旬に手続きについてのご案内をお送りさ
せていただいております。
【同封の配当金計算書の所有株式数をご確認ください！】
証券会社の口座で保有する株式数と相違する場合は、ご所有の株
式の一部または全部が、特別口座で管理されている場合があります。

■特別口座から証券会社の口座への振替
　配当金の口座振込をご利用いただきますと、配当金支払開始日に
株主さまご指定の銀行等の口座に振り込まれ、迅速・安全・確実に
配当金をお受け取りいただくことができます。
　配当金領収証で配当金をお受け取りの株主さまは、この機会に
ご検討くださいますようお願いいたします。

【口座振込の方式】以下の３つの振込方式からお選びいただけます。
①　個別銘柄指定方式
ご所有の銘柄ごとに銀行等の口座を指定し、配当金をお受け取り
いただける方式です。
・当社は、ゆうちょ銀行の貯金口座を指定することができます。
　他社銘柄によっては、指定できない場合があります。
　　　　当社の配当金　　　　　Ａ　銀　行
　　　　●社の配当金　　　　　Ｂ　銀　行

②　登録配当金受領口座方式
ご所有のすべての銘柄の配当金を、あらかじめご指定いただいた
１つの銀行等の口座でお受け取りいただける方式です。
・１つの証券会社等でお手続きをすれば、その後はすべての
銘柄の配当金を１つの銀行でお受け取りいただくことができます。
・ゆうちょ銀行の貯金口座を指定することはできません。
　　　　当社の配当金　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ　銀　行
　　　　●社の配当金　　　　　

③　株式数比例配分方式
お取引の証券会社の証券口座で配当金をお受け取りいただける
方式です。
・同一銘柄を複数の証券会社の口座でご所有の場合は、各証
券会社ごとのご所有株式数に応じた配当金を証券口座でお受
け取りいただくことができます。
・他社銘柄を含め、ご所有の株式の一部が特別口座に記録され
ている株主さまはご利用になれません。特別口座から証券会社
の口座への振替が必要となります。（Ｐ３５参照）

　　　（例：当社の株式３千株を保有しており、Ｄ証券に１千株、
Ｅ証券に２千株が記録されている場合）

　　　　　　　　　　　１千株分　　Ｄ　証　券
　　　　当社の配当金
　　　　　　　　　　　２千株分　　Ｅ　証　券

■配当金口座振込サービスについて
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　未受領の配当金がある場合、支払開始日から５年以内であれば、
お受け取りいただくことができます。
　お手元に「配当金領収証」がある場合は、必要事項をご記入・
ご押印のうえ、三井住友信託銀行株式会社　証券代行部へご郵送
ください。
　お手元に「配当金領収証」がない場合や、配当金のお受け取り状
況を確認したい場合は、三井住友信託銀行株式会社　証券代行
部へお問い合わせください。

■未受領配当金のお受け取りについて

＊確定申告をなされる株主さまは、大切に保管ください。
配当金支払いの際送付している「配当金計算書」は、租税特別
措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告
を行う際は、その添付書面としてご使用いただくことができます。なお、
配当金領収証にて配当金をお受け取りの株主さまにつきましても、配
当金支払いの都度「配当金計算書」を同封させていただいておりま
す。

■「配当金計算書」について

　住所・氏名の変更、単元未満株式の買取・買増請求、
配当金の受取方法の変更その他各種お手続きにつきま
しては、ご所有の株式の記録先によって異なりますので、
ご留意ください。
　●証券口座をご利用の株主さま
　　　　お取引先の証券会社
　●証券口座をご利用でない株主さま
　　　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
　　　　（フリーダイヤル　0120-782-031）

　支払期間経過後の配当金に関するお問い合わせは、
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部にお願い
いたします。

お手続き・お問い合わせ先

毎年4月1日から翌年3月31日まで

期末 3月31日
中間 9月30日

6月

三井住友信託銀行株式会社  証券代行部
東京都杉並区和泉2-8-4

三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内1-4-1

三井住友信託銀行株式会社

0120-782-031

証券代行部
〒460-8685  名古屋市中区栄3-15-33

〒168-0063
（フリーダイヤル）

株主メモ
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